
�愛媛県告示第８７８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２５年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８７９号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２５年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

西宇和郡伊方町大久字アカイワ６０８の７から６０８の１１、６２２の３、

６２３の９

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第８８０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第２項の規定による

都市計画事業の施行について、次のとおり公告する。

平成２５年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画事業の種類及び名称

四国中央都市計画道路事業

３・５・３中央村松線

２ 施行者の名称

愛媛県

３ 事務所の所在地

松山市一番町四丁目４番地２

４ 事業地の所在

� 収用の部分

愛媛県四国中央市村松町字神楽縄、江端縄、富光増縄及び日

発 行 愛 媛 県
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告 示

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０２００３３１ 特定非営利活動法人
麦の穂

今治市玉川町摺木カハ
ラ甲６番地４ 市 川 妙 子 生活介護 麦の穂 今治市玉川町摺木カハ

ラ甲６番地４
平成２５年
６月３０日

３８１０２００３３１ 特定非営利活動法人
麦の穂

今治市玉川町摺木カハ
ラ甲６番地４ 市 川 妙 子 就労継続支援

Ｂ型 麦の穂 今治市玉川町摺木カハ
ラ甲６番地４

平成２５年
６月３０日

毎週（火・金）曜日発行 第２４９１号 平成２５年７月３０日

平成２５年７月３０日火曜日 第２４９１号

愛 媛 県 報
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吉縄地内

� 使用の部分

なし

�������
�愛媛県告示第８８１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１８条の２第１項の規定に

より、指定構造計算適合性判定機関を次のように指定した。

平成２５年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称及び住所

一般財団法人日本建築センター

東京都千代田区神田錦町一丁目９番地

２ 構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

名 称 事務所の所在地

本 部 東京都千代田区神田錦町一丁目９番地

大 阪 事 務 所 大阪府大阪市中央区南本町一丁目７番１５号

３ 構造計算適合性判定の業務の開始の日

平成２５年８月１日

４ 指定をした日

平成２５年７月３０日

�������
�愛媛県告示第８８２号
西予市明浜町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事

業（維持管理）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２５年７月３０日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 西予市明浜町土地改良区 土地改良事業（維持管理）計画書

の写し

� 西予市明浜町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２５年７月３０日から８月２７日まで

３ 縦覧場所

西予市役所明浜支所

�愛媛県告示第８８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８８４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８８５号
大洲市土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・谷米津地区）の施行は、適当と認

められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項

において準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係

書類を縦覧に供する。

平成２５年７月３０日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・谷米

津地区）計画書の写し

� 大洲市土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２５年７月３１日から８月２７日まで

３ 縦覧場所

大洲市役所本庁

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西谷吉田線
宇和島市三間町則１６８０番地先から

同町則６８番２地先まで

旧 ６．０～８．６ ０．０５４

新 ７．２～３２．２ ０．０５１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西谷吉田線
宇和島市三間町則１６８０番地先から

同町則６８番２地先まで
平成２５年７月３０日

��������������

��������������

愛 媛 県 報平成２５年７月３０日 第２４９１号
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�愛媛県告示第８８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

毒物劇物取扱者試験の合格者について

平成２５年７月８日に実施した毒物劇物取扱者試験の合格者は、次

のとおりである。

平成２５年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

一般

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

１００１４ １００２０ １００２２ １００２８

１００３４ １００４５ １００５０ １００５２

１００５４

農業用品目

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

２０００３ ２０００９ ２００１５ ２００２０

２００２１ ２００２４ ２００３３ ２００３７

２００４５ ２００５０ ２００５１ ２００６５

２００６８ ２００６９ ２００７５ ２００７６

２００７７ ２００７８ ２００８０ ２００８３

２００８５ ２００８６ ２００８８ ２００９８

２０１０１ ２０１０３ ２０１１８ ２０１２０

２０１２１ ２０１２２ ２０１４３ ２０１５９

２０１６１ ２０１６４ ２０１６５ ２０１６８

２０１８０ ２０１８１ ２０１９１

特定品目

該当者なし

�愛媛県人事委員会規則７－１１３８
職員の通勤手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年７月３０日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の通勤手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の通勤手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－６５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（支給範囲の特例）

第５条 条例第１０条第１項各号に規定する通勤することが著しく困

難である職員とは、次の各号のいずれかに該当する職員で、交通

機関を利用し、又は自転車等を使用しなければ通勤することが著

しく困難であると任命権者が認めるものをいう。

� 省略

� 地方公務員災害補償法施行規則（昭和４２年自治省令第２７号）

別表第３に定める程度の障害のため歩行することが著しく困難

（支給範囲の特例）

第５条 条例第１０条第１項各号に規定する通勤することが著しく困

難である職員とは、次の各号の一 に該当する職員で、交通

機関を利用し、又は自転車等を使用しなければ通勤することが著

しく困難であると任命権者が認めるものをいう。

� 省略

� 地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）別表で

定める程度の障害のため歩行することが著しく困難

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜中村線
大洲市五郎甲６８９番２から

同市五郎乙２３番３まで
平成２５年７月３１日

公 告

人事委員会規則

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成２５年７月３０日 第２４９１号

５７５



な職員

（返納の事由及び額等）

第１４条 条例第１０条第４項の人事委員会規則で定める事由は、通勤

手当（１箇月の支給単位期間に係るものを除く。）を支給される

職員について生じた次の各号のいずれかに掲げる事由とする。

�・� 省略

� 月の中途において、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以

下「法」という。）第２８条第２項の規定により休職にされ、法

第５５条の２第１項ただし書に規定する許可（以下「専従許可」

という。）を受け、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）

第２６条の規定により大学院修学休業をし、公益的法人等への職

員の派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）第２条

第３項第１号に規定する職員派遣（以下「公益的法人等派遣」

という。）をされ、外国の地方公共団体の機関等に派遣される

職員の処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号。以下

「外国派遣条例」という。）第２条第１項の規定により派遣さ

れ、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号。以下「育児休業法」という。）第２条の規定により育児休

業をし、法第２６条の５第１項に規定する自己啓発等休業（以下

「自己啓発等休業」という。）をし、又は法第２９条の規定によ

り停職にされた場合であつて、これらの期間が２以上の月にわ

たることとなるとき。

� 省略

２・３ 省略

（支給単位期間）

第１５条 省略

２ 前項第１号に掲げる交通機関等について、次の各号のいずれか

に掲げる事由（前条第１項に掲げる事由に該当する事由に限

る。）が前項第１号に定める期間に係る最後の月の前月以前に生

ずることが当該期間に係る最初の月の初日において明らかである

場合には、当該事由が生ずることとなる日の属する月（その日が

月の初日である場合にあつては、その日の属する月の前月）まで

の期間について、前項の規定にかかわらず、同項の規定に準じて

支給単位期間を定めることができる。

� 法第２８条の２第１項の規定による退職その他の離職をするこ

と。

� 専従許可を受け、教育公務員特例法第２６条の規定により大学

院修学休業をし、公益的法人等派遣をされ、外国派遣条例第２

条第１項の規定により派遣され、育児休業法第２条の規定によ

り育児休業をし、自己啓発等休業をし、研修等のために旅行を

し、又は休暇により通勤しないこととなること。

�～� 省略

第１６条 省略

２ 月の中途において、法第２８条第２項の規定により休職にされ、

専従許可 を受け、教育公務員

特例法第２６条の規定により大学院修学休業をし、公益的法人等派

遣をされ、外国派遣条例第２条第１項の規定により派遣され、育

児休業法第２条の規定により育児休業をし、

自己啓発等休業をし、又は法第２９条の規定により停職

にされた場合であつて、これらの期間が２以上の月にわたること

となつたとき（次項に規定する場合に該当しているときを除

く。）は、支給単位期間は、その後復職し、又は職務に復帰した

日の属する月の翌月（その日が月の初日である場合にあつては、

な職員

（返納の事由及び額等）

第１４条 条例第１０条第４項の人事委員会規則で定める事由は、通勤

手当（１箇月の支給単位期間に係るものを除く。）を支給される

職員について生じた次の各号のいずれかに掲げる事由とする。

�・� 省略

� 月の中途において、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以

下「法」という。）第２８条第２項の規定により休職にされ、法

第５５条の２第１項ただし書に規定する許可（以下「専従許可」

という。）を受け、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）

第２６条の規定により大学院修学休業をし、公益的法人等への職

員の派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）第２条

第３項第１号に規定する職員派遣（以下「公益的法人等派遣」

という。）をされ、外国の地方公共団体の機関等に派遣される

職員の処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号。以下

「外国派遣条例」という。）第２条第１項の規定により派遣さ

れ、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号。以下「育児休業法」という。）第２条の規定により育児休

業をし、法第２６条の５第１項に規定する自己啓発等休業（以下

「自己啓発等休業」という。）をし、又は法第２９条の規定によ

り停職にされた場合であつて、これらの期間が２以上の月にわ

たることとなるとき。

� 省略

２・３ 省略

（支給単位期間）

第１５条 省略

２ 前項第１号に掲げる交通機関等について、次の各号のいずれか

に掲げる事由が同号

に定める期間に係る最後の月の前月以前に生

ずることが当該期間に係る最初の月の初日において明らかである

場合には、当該事由が生ずることとなる日の属する月（その日が

月の初日である場合にあつては、その日の属する月の前月）まで

の期間について、前項の規定にかかわらず、同項の規定に準じて

支給単位期間を定めることができる。

� 法２８条の２第１項 の規定による退職その他の離職をするこ

と。

� 長期間の研修等のために旅行をすること。

�～� 省略

第１６条 省略

２ 月の中途において、法第２８条第２項の規定により休職にされ、

法第５５条の２第１項ただし書に規定する許可を受け、教育公務員

特例法第２６条の規定により大学院修学休業をし、公益的法人等派

遣をされ、外国派遣条例第２条第１項の規定により派遣され、育

児休業法第２条の規定により育児休業をし、法第２６条の５第１項

に規定する自己啓発等休業をし、又は法第２９条の規定により停職

にされた場合であつて、これらの期間が２以上の月にわたること

となつたとき（次項に規定する場合に該当しているときを除

く。）は、支給単位期間は、その後復職し、又は職務に復帰した

日の属する月の翌月（その日が月の初日である場合にあつては、
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その日の属する月）から開始する。

３ 省略

附 則

この規則は、平成２５年８月１日から施行する。

その日の属する月）から開始する。

３ 省略

平成２５年７月３０日 発行
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